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「新型インフルエンザ対策行動計画」の概要について 

 

平 成 1 7 年 1 1 月 

厚 生 労 働 省 

 

「新型インフルエンザ対策行動計画」は、政府の新型インフルエンザ対策について、

関係省庁が連携し、情報の共有を図りながら、厚生労働省が中心となって取りまとめ

たものである。 

 

＜背景＞ 

新型インフルエンザは、10 年から 40 年の周期で出現し、世界的に大きな流行（パ

ンデミック）を引き起こしてきている。 

近年では、東南アジア等において、高病原性鳥インフルエンザがヒトに感染し、死

亡例が報告されている。また昨今では、ヨーロッパで高病原性鳥インフルエンザの発

生が報告されるなど、その拡大が見られる状況であり、突然変異による、ヒトからヒ

トへ感染する新型インフルエンザの発生の危険性が高まっている。 

このため、ＷＨＯ世界インフルエンザ事前対策計画(2005 年 5 月)に準じて、我が国

の「新型インフルエンザ対策行動計画」を策定し、迅速かつ確実な対策を講ずるもの

とする。 

 

＜概要＞ 

１ 流行規模の推計 

米国疾病管理センターの推計モデル（FluAid 2.0）に、わが国の状況を当て

はめて推計した。その結果、我が国の場合は、全人口の２５％が新型インフル

エンザに罹患すると想定した場合に医療機関を受診する患者数は、約1,300万

人～約2,500万人（中間値約1,700万人）と推計される。 

 

２ 新型インフルエンザ対策の推進体制 

政府一体となった取組を推進するために「鳥インフルエンザ等に関する関係

省庁対策会議」を設置するとともに、厚生労働省では、大臣を本部長とする対
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策推進本部を設置したところであり、こうした推進体制の下で、地方自治体、

関係機関（医療機関等）、国民の協力の下に総合的な対策を推進する。 

３ 行動計画 

WHO世界インフルエンザ事前対策計画において定められている６フェーズ

（段階）を、さらに、「国内非発生」と「国内発生」に分類し、それぞれにつ

いて「計画と連携」、「サーベイランス」、「予防と封じ込め」、「医療」、「情報提

供・共有」の５分野にわたって講ずべき具体的な対策を策定した。 

＊フェーズ１、フェーズ２（トリートリ） 

トリインフルエンザウイルスのヒトへの感染が見られない。 

＊フェーズ３（トリーヒト） 

トリインフルエンザウイルスのヒトへの感染が見られるが、ヒトーヒト

感染による拡大は見られない、あるいは、非常にまれな感染が見られる

（家族内など密接な接触者）。 

＊フェーズ４、フェーズ５（ヒトーヒト） 

ヒトーヒト感染が見られるが、限定された集団（クラスター）内の発生

にとどまっている。 

＊フェーズ６（パンデミック） 

一般のヒト社会の中で感染が増加し、持続している。 

 

４ 行動計画の主な内容 

フェーズ３Ａ（国内非発生） 

・  政府の新型インフルエンザ対策行動計画を策定する。 

・  海外渡航者に対する注意喚起を行う。 

・  国内飼育家きんの高病原性鳥インフルエンザの発生防止対策の徹底、

農場の従事者等に対する感染防御への支援、要請を行う。 

・  緊急的なワクチン接種を想定し、プロトタイプワクチン原液の製造、

貯留を行うとともに、フェーズ４を想定し、パンデミックワクチン製

造用の鶏卵の確保等生産に係る対応計画の検討を行う。 

・  リン酸オセルタミビル（商品名：タミフル）の確保すべき量を決定

し、備蓄を開始する。 

・  新型インフルエンザ患者の診療・治療にあたる指定医療機関等の整
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備、必要な医療器材等の確保を進めるよう要請する。 

・  高病原性鳥インフルエンザについて、発生国の在留邦人、国民向け

に情報提供する。 

 

フェーズ４Ａ（国内非発生） 

・  ウイルスが確定次第速やかに、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（以下「感染症法」という。）に基づく指定感染

症への政令指定を行う。 

・  感染がみられた集団（クラスター）を早期発見するために、学校や

職場などを対象としたクラスターサーベイランスを開始する。 

・  検疫所は、発生地域からの入国者に対し、新型インフルエンザ患者

の疑いがある場合には、検疫法に基づく停留を行うなど検疫を強化す

る。 

・  新型インフルエンザウイルス株の特定後、鶏卵等の確保ができ次第、

パンデミックワクチンの生産を開始する。通常期インフルエンザワク

チン生産時期の場合には、製造ラインを直ちに中断して新型に切り替

えることを含め、適切に対応する。 

・  各医療機関に対して、通常のインフルエンザ患者には、原則として

抗インフルエンザウイルス薬の使用を控えるよう指導する。 

・  メディア等に対し、適宜、広報担当官（スポークスパーソン）から

海外の発生・対応状況について情報提供する。 

 

フェーズ４Ｂ（国内発生） 

・  対策推進本部長（厚生労働大臣）が国内でのヒトーヒト感染発生に

ついて宣言し、国としての対策強化を表明する。 

・  新型インフルエンザの疑いがある患者には、感染症法に基づき、入

院勧告を行い、確定診断を行う。 

・  新型インフルエンザの疑いがある患者の家族等の接触者に対しては、

経過観察期間を定め、外出自粛要請、健康管理の実施及び有症時の対

応を指導する。 

・  発生地域における不要不急の大規模集会や、不特定多数の者が集ま

る活動について、自粛を勧告する。 
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・  医療機関等で患者を診療した従事者、患者との濃厚接触があり、社

会機能維持に必要な者への抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を

指示する。 

・  各医療機関に対して、新型インフルエンザ患者及び疑い患者以外に

おいて、原則、抗インフルエンザウイルス薬を使用しないよう指導す

る。 

・  プロトタイプワクチンについて、緊急的に、医療従事者及び社会機

能維持者等を対象にワクチン接種場所に配分し、状況に応じ、接種を

行う。 

・  パンデミックワクチンが製造され次第、希望者への接種を開始する。 

 

フェーズ６Ｂ（国内発生） 

・  厚生労働大臣が非常事態宣言（国内対策強化宣言）を行う。 

・  新型インフルエンザ患者の入院措置を緩和し、全医療機関において

診断・治療を行うとともに、入院治療は重症患者に行うこととする。 

・  新型インフルエンザ患者の疑いがあると診断された者に対して、発

症４８時間以内に抗インフルエンザウイルス薬により治療を行う。 

・  抗インフルエンザウイルス薬による治療の優先順位を、次のとおり

とする。 

① 新型インフルエンザ入院患者の治療 

② 罹患している医療従事者及び社会機能維持者の治療 

③ 罹患している医学的にハイリスク群（心疾患を有する者など）

の治療 

④ 児童、高齢者 

⑤ 一般の外来患者 

                                 等 



主要国の対策の状況－行動計画比較－ 
 日 本 米 国 英 国 カ ナ ダ 豪 州 

策定年月 2005.11 2005.11 2005.10 2004.9 2005.6 

使用フェ

ーズ区分 

WHO フェーズ（新） WHO フェーズ（新） WHO フェーズ（新） 

 

WHO フェーズ（旧） WHO フェーズ（新） 

 

主要項目 

 

① 計画と連携 
② サーベイランス 
③ 予防と封じ込め 
④ 医療 
⑤ 情報提供・共有 
 

① 計画と連携 

② サーベイランス、調査及
び公衆衛生施策 

③ ワクチン及び抗ウイル
ス剤 

④ 医療と緊急対応 
⑤ コミュニケーションと
国民への働きかけ 

⑥ 研究 
 

① リーダーシップ、組織と

連携 

② コミュニケーション 
③ サーベイランス 
④ 公衆衛生対応（ワクチン
開発、ワクチン接種戦

略、抗ウイルス薬等） 

⑤ 医療サービス対応 
⑥ 市民の行動対応 
⑦ マンパワー、教育、研修
⑧ 準備期の作業、研究等 
⑨ 国際関係 

① サーベイランス 

② ワクチンプログラム
③ 抗ウイルス薬 
④ 医療サービス 
⑤ 救急サービス 
⑥ 公衆衛生手段 
⑦ コミュニケーション

① 計画と連携 

② モニタリングとサーベ
イランス 

③ 公衆衛生手段（非薬物
手段、ワクチンと抗ウ

イルス薬） 

④ 医療と緊急対応 
⑤ コミュニケーション 
 

 

 

全人口 1億 2700 万 全人口 2億 9300 万 全人口 6000 万 全人口 3200 万 全人口 1990 万 

罹患 3200 万(25%) 罹患 9000 万(30%) 罹患 1500 万(25%) 罹患 450 万～1060 万 

（15%～35％） 

罹患 500 万（25％） 

外来 1300 万～2500 万 

（1700 万） 

外来 4500 万 

（罹患者中の 50％） 

外来 1500 万 外来 210 万～500 万 外来 260 万～750 万 

入院 53 万～200 万 

 

入院 86.5 万～990 万 入院 8.25 万（最小） 入院3.4万～13.8万 入院 5.8 万～14.8 万 

流行予測 

死亡 17 万～64 万 

 

死亡 20.9 万～190.3 万 死亡 5.6 万（最小） 死亡 1.1 万～5.8 万 死亡 1.3 万～4.4 万 

 



主要国の対策の状況－抗インフルエンザウイルス薬（タミフル）備蓄目標及び新ワクチン確保目標等－ 
 

 
日本(案) 米国 英国 カナダ 豪州 

 

抗インフルエ

ンザウイルス

薬（タミフル）

備蓄目標等 

 

 

備蓄目標 2,500 万人分 

国・地方目標 

2,100 万人分

民間備蓄分 

400 万人分 

 

備蓄目標 8,100 万人 

 国目標 5,000 万人分 

地方目標 3,100 万人分

 

備蓄目標 1,460 万人分 

 

 

 

 

 

 

 

備蓄目標 1,600 万人分 

国目標 960 万人分 

地方目標 640 万人分 

 

備蓄目標 480 万人分 

 

新型ワクチン

の確保目標等 

・ 新ワクチンの開発

促進等 

・ 現存する生産能力

を最大限活用した

新ワクチンの生産

体制の確保 

 

・ 2,000 万人分の新ワ

クチンの事前備蓄

（２メーカーと既に

契約締結）（１８００

億円） 

・ 新ワクチン等の開発

（９６０億円） 

・ 組織培養を使ったワ

クチン製造法の開発

（３３００億円） 

 

1 ドル＝120 円換算 

・ パンデミック時に

12,000 万人分※生

産確保の整備（入

札を既に実施） 

 

 

 

 

※英国は 1 回接種を前提

に計算。2回接種となる場

合を想定し、人口の 2 倍

量としている。 

・ 全国民が使用する

ワクチンの生産に

係る国内メーカー

との生産契約。 

・ ワクチンの開発

の確保。 

 

 


